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令和８年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No 03 府 省 庁 名 経済産業省              

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
地域間連系線の整備に係る全国調整スキームに関する収入割の特例措置の創設 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

令和３年度に創設された全国調整スキームにより、電気事業法上の広域系統整備計画に基づいて一般送配電

事業者または送電事業者が系統整備を行う場合、建設期間中および運転開始後に発生する減価償却費等の費

用（以下、「全国調整スキーム対象費」という）は、全国（沖縄電力を除く）９社の一般送配電事業者がそれ

ぞれのエリアの託送料金に転嫁し、各エリアで回収した資金が事業実施主体たる一般送配電事業者および送

電事業者（以下、「事業実施主体」という）に払い渡されることとなる。全国調整スキームにおいては、運転

開始後から費用回収を行うところ、令和８年度から費用回収が始まる予定。また、全国調整スキーム対象と

なる一部の広域系統整備計画については建設期間中からの費用回収を認める制度も今後新設する方向で「電

力システム改革の検証を踏まえた制度設計ワーキンググループ」で議論が進められているところ。 

電気供給業を行う法人の法人事業税の課税標準である各事業年度の収入金額のうち、上記全国調整スキーム

に基づいて、一般送配電事業者から事業実施主体に払い渡される全国調整スキーム対象費に相当する金額を

対象とする。 

 

・特例措置の内容 

全国調整スキームにおいては、全国調整スキーム対象費に相当する金額が、「一般送配電事業者が自エリアに

割り当てられた全国調整スキーム対象費を回収する時点」及び「回収された費用が事業実施主体に支払われ

る時点」で収受側と支出側いずれの法人でも課税標準を構成する結果として、二重課税が発生することとな

る。二重課税を回避し、他の一般の事業との課税の公平性を図ることに加え、需要家の託送料金負担を軽減

するため、一般送配電事業者の課税標準たる収入金額から、事業実施主体に払い渡される全国調整スキーム

対象費に相当する金額を控除する。 

 

関係条文 

電気事業法 第二十八条の四十八 

広域的運営推進機関に関する省令 第十七条第三項 

令和三年三月十日経済産業省告示第三十六号 広域系統整備計画の届出に係る費用の概算額の算定方法及び

その負担の方法の基準を定める件 

減収 

見込額 

［初年度］     ▲163 （ ― ）  ［平年度］     ▲498 （ ― ） 

［改正増減収額］     -                          （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

第７次エネルギー基本計画において、「電力の安定供給を確保しつつ、電力システムの脱炭素化を進めるため、

電力ネットワークの次世代化を進めることが不可欠である。このため、広域系統長期方針（広域連系系統の

マスタープラン）を踏まえた地域間連系線の整備や、地内基幹系統等の増強を着実に進めていく必要がある。」

として、地域間連系線等の整備の必要性を強調している。 

その前提を踏まえて、「各エリアの一般送配電事業者等が、より効率的・計画的に整備を進めるための仕組み

を検討するとともに、再生可能エネルギー電源の立地地域の負担とその全国への裨益を踏まえ、エリアを越

えた費用負担の仕組みも検討していく」としており、地域間連系線等の日本全国に裨益する電力ネットワー

クの計画的増強を進めることを目的とする。 

 

（２）施策の必要性 

第７次エネルギー基本計画では、「国際情勢の変化や需要増大の可能性に対応できる安定的な電力供給の実

現」、「電力システムの脱炭素化の推進」、「安定供給や脱炭素化、物価上昇等による価格への影響を抑制しつ

つ、需要家に安定的な価格水準で電力を供給できる環境の整備」という三つの大きな課題へ対応していくこ

とが、これからの電力システムが目指すべき方向性と規定されたところ。また、発電だけでなく送配電分野



  ３ ­ 2 
 

においても、「電気料金への影響を抑制しつつ投資を行っていく必要がある」と、電気料金を抑制する必要性

を示している。全国調整スキーム対象費は、需要家が負担する託送料金に転嫁されることで費用回収される

が、二重課税の発生を防ぐことで、電気供給業と他の一般の事業との課税の公平性を図るとともに、電力ネ

ットワークの整備と需要家の託送料金負担減を両立させるため、本施策が必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

― 



  ３ ­ 3 
 

 

  

今
回
の
要
望
（
税
負
担
軽
減
措
置
等
）
に
関
連
す
る
事
項 

合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

６．資源エネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに脱炭素成長型経済構造への

円滑な移行の推進 

政策の 

達成目標 

第７次エネルギー基本計画において、「電力の安定供給を確保しつつ、電力システムの脱

炭素化を進めるため、電力ネットワークの次世代化を進めることが不可欠である。この

ため、広域系統長期方針（広域連系系統のマスタープラン）を踏まえた地域間連系線の

整備や、地内基幹系統等の増強を着実に進めていく必要がある。」として、地域間連系線

等の整備の必要性を強調している。 

その前提を踏まえて、「各エリアの一般送配電事業者等が、より効率的・計画的に整備を

進めるための仕組みを検討するとともに、再生可能エネルギー電源の立地地域の負担と

その全国への裨益を踏まえ、エリアを越えた費用負担の仕組みも検討していく」として

おり、地域間連系線等の日本全国に裨益する電力ネットワークの計画的増強を進めるこ

とを目的とする。 

 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

令和８年４月１日～令和 13年３月 31日（５年間） 

同上の期間中

の達成目標 

「広域連系系統のマスタープラン」に基づき、再生可能エネルギー導入拡大や市場分断

解消など全国に裨益する地域間連系線等の計画的整備を推進する。 

政策目標の 

達成状況 

北海道本州間連系設備、東北東京間連系線、東京中部間連系設備、中部関西間連系線に

ついて整備計画を策定し、それぞれ 2030年度までを目途に完工予定。 

また東地域（北海道～東北～東京間）、中国九州間連系設備については整備計画策定プロ

セスを進めている。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

【適用件数】令和８年度：整備計画２件、令和９年度：整備計画３件 

【減収額】令和８年度：1.63億円、令和９年度：3.27億円 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

電気供給業と他の一般の事業との課税の公平性を図る上で、本措置は有効。また、全国

調整スキーム対象費は、託送料金に全国調整スキーム対象費相当額分の法人事業税を含

めて費用回収することとなり、需要家負担が増加するが、本要望措置によって、二重課

税を防ぐことで、託送料金への影響を抑制しつつ、必要なネットワークの整備に資する

ことができる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

・電気供給業の課税標準の算定において託送料金を控除する特例措置（地方税・法人事

業税） 

・電気事業者の分社化に伴い外部化するグループ会社間取引等を控除する収入割の特例 

措置（地方税・法人事業税） 

・公益的課題のための経費に掛かる収入金額を控除する収入割の特例措置（地方税・法

人事業税） 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

関連する措置はない。 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

― 

要望の措置の 

妥当性 

電気供給業と他の一般の事業との課税の公平性を図ることに加え、電力ネットワークの

整備と需要家の託送料金負担減を両立させる上で、二重課税の発生を防ぐ本要望措置は

妥当である。 
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こ

れ

ま

で

の

税

負

担

軽

減

措

置

等

の

適

用

実

績

と

効

果

に

関

連

す

る

事

項 

税負担軽減措置等の 

適用実績 

― 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

― 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

― 

前回要望時の 

達成目標 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

― 

 

 

 

これまでの要望経緯 

― 

 


